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入札公告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。

平成２５年４月１９日

日本環境安全事業株式会社

契約職取締役 星野良祐

１ 工事概要

(1)工 事 名 東京換気空調設備給排気ファン軸受更新工事

(2)工事場所 東京都江東区青海三丁目地先（中央防波堤内側埋立地内））

(3)工事内容 本工事は、東京ＰＣＢ廃棄物処理施設の給排気ファンユニットの軸受ベアリ

ング，Ｖプーリー及びＶベルトを交換する工事である。

①対象とする機器

(1)給気ファンユニット（羽根車及び電動機） 25基

(2)排気ファンユニット（ 同 ） 26基

(3)局所排気ファンユニット（同） 20基

②交換する機材

(1)羽根車用ベアリング 1４２個

(2)電動機用ベアリング 1４２個

(3)Ｖプーリー ７１組

(4)Ｖベルト ７１組

(5)油脂類、雑剤消耗品 一式

(4)工 期 平成２５年９月３０日まで

(5)本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事

である。

(6)本工事は、競争参加希望者に競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料

（以下「競争参加申請書」という。）の提出を求め、競争参加資格が確認された者による

入札により契約する工事である。

(7)本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）

に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられ

た工事である。

２ 競争参加資格

競争参加申請書の提出期限（平成 年 月 日）において、次に掲げる条件を全25 5 15

て満たしている者（以下「有資格者」という ）であること。。

( ) 条件1 有資格者の

① 日本環境安全事業株式会社工事等請負業者選定要領（平成 年日本環境安全事16

業株式会社達第 号。以下「選定要領」という ）第 条第 項各号の規定に該13 2 1。

当しない者であること。
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② 環境省の平成 ･ 年度の建設工事(機械設備工事又は水環境処理工事)の競25 26

争参加資格を有すること（当該競争参加資格について申請済みであり入札ま

（会社更生法（平成 年法律でに競争参加資格を取得する場合も可とする。）。 14

154 11第 号 に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事再生法 平成） （

年法律第 号）に基づき再生手続申立がなされている者については、手続開始225

の決定後、環境省による再認定を受けていること 。。）

③ 建設業法（昭和 年法律第 号）に定める経営事項審査（以下「経営事24 100

25 5項審査」という ）の審査基準日が競争参加資格確認申請期限日（平成 年。

月 日 以前で直近の経営規模等評価結果通知書において 管工事 又は 機15 ） 「 」 「

械器具設置工事」の総合評定値(Ｐ)が 点以上であること。780

会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再生法に④

基づき再生手続申立がなされている者（上記②の再認定を受けた者を除く ）でな。

いこと。

競争参加申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、ＪＥＳＣＯから、日⑤

本環境安全事業株式会社指名停止措置要領（平成 年日本環境安全事業株式会社16

第 号 （以下「指名停止措置要領」という ）に基づく指名停止を受けている期14 ） 。

間中でないこと。なお、②の環境省での競争参加資格取得者についても、指名停

止措置要領を適用するものとする。

⑥ 平成 年度以降に、元請又は下請として受注した工事で、回転機器の分解点検15

を含む工事（以下「同種工事」という ）の施工実績を有すること。。

次に掲げる基準を満たす主任技術者を当該工事に専任で配置できること。⑦

(ｲ)平成 年度以降に、⑥に掲げる同種工事の監理経験を有する者であること。15

⑧ 埼玉県、千葉県、東京都又は神奈川県内に本店又は支店を有すること。

⑨ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 条に規定する暴力団又は暴2

力団員と関係がないこと。

３ 入札手続等

( )担当部課1

日本環境安全事業株式会社 管理部 契約・購買課

〒 東京都港区芝 住友不動産芝ビル３号館４Ｆ105-0014 1-7-17

03-5765-1916電話

(2)発注説明書の交付期間、場所及び方法

交付期間 平成２５年４月１９日(金)から平成２５年５月１５日(水)まで

土曜日，日曜日及び祝日を除く毎日、午前10時から12時及び午後１時か

ら４時まで（以下(3)において同じ。）

交付場所 上記(1)及び日本環境安全事業株式会社東京事業所 総務課

（東京都江東区青海三丁目地先中央防波堤内側埋立地内

電話(03)3599-6023）

(3)競争参加申請書の提出期間、場所及び方法
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提出期間 平成２５年４月１９日(金)から平成２５年５月１５日(水)まで

提出場所 上記(1)に同じ。

提出方法 書面は持参又は送付すること。電送によるものは受け付けない。

ただし、送付の場合でも書留郵便又は信書扱いの宅配便とし、５月１５日

(水)必着とする。

(4)入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

日 時 平成２５年６月３日（月）午後２時半

場 所 日本環境安全事業株式会社

東京都港区芝1-7-17 住友不動産芝ビル３号館５階Ａ会議室

提出方法 持参すること。

４ その他

(1)手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

(2)入札保証金 免除。

(3)契約保証金 契約金額の30％以上。

ただし、銀行、ＪＥＳＣＯが確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の

前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事

業会社をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履行保

証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金

を免除するものとする。

(4)入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、競争参加申請書

に 虚偽の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。

(5)落札者の決定方法

日本環境安全事業株式会社契約細則（平成17年日本環境安全事業株式会社細則第

１号）第８条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って入札した者を落札者とする。

(6)内訳明細書の提出

落札者は、入札後直ちに入札価格に対応する入札価格内訳明細書を提出すること。

(7)配置予定技術者の確認 落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術

者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々

の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、競争参加申請書に記載し

た配置技術者の変更は認められない。

(8)手続における交渉の有無 有り。

(9)契約書作成の要否 要。

(10)当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随

意契約により締結する予定の有無 無。

(11)関連情報を入手するための照会窓口

上記３(1)に同じ。

(12)詳細は発注説明書による。


